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前書き

 
 

再生可能エネルギー（注 1）は重要な低炭素の国産エネルギー源であり、その利用の促進を

図るため、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23 年

法律第 108 号）に基づき、平成 24 年 7 月から固定価格買取制度（注 2）が導入された。同法で

は、エネルギー基本計画が変更された場合には、その内容を踏まえ、再生可能エネルギー源

の利用の促進に関する制度の在り方についての検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずることとされている。

平成 26年 4 月にエネルギー基本計画が変更されたが、変更後の「エネルギー基本計画」（平

成 26 年 4 月 11 日閣議決定）においては、再生可能エネルギーについて、今後、これまでに

示された水準（平成 32 年に 13.5％、42 年に約 2 割）を更に上回る水準の導入を目指すこと

とされている。さらに、平成 27 年 7 月 16 日に経済産業省が決定した「長期エネルギー需給

見通し」では、42 年度には、総発電電力量が 1 兆 650 億 kWh（キロワット時）程度になると

見通した場合、再生可能エネルギーが総発電電力量に占める割合は 22％から 24％になるとさ

れている。

また、再生可能エネルギーが総発電電力量に占める割合は、平成 23 年度には 10.4％（9,550

億 kWh のうち 996 億 kWh）だったが、26年度には 12.2％（9,101 億 kWh のうち 1,113 億 kWh）

となっており、再生可能エネルギーの導入が着実に進んでいる。一方、再生可能エネルギー

の導入が進むに従い、電気使用者の負担は年々増加しており、平成 27 年度における電気使用

者への賦課金総額は約 1兆 3,222 億円の見込みとなっている。

この調査は、以上のような状況を踏まえ、再生可能エネルギーの固定価格買取制度の運営

に関する実態を明らかにする観点から、発電設備の認定状況、電力系統への接続状況、固定

価格買取制度に係る収支状況及び費用負担調整業務の実施状況を調査し、関係行政の改善に

資するために実施したものである。

（注 1） 太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス等

（注 2） 電力会社が電気使用者への賦課金を原資として再生可能エネルギー発電設備によって発電された電気

を固定価格で買い取る制度
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